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4. 

脱炭素移行促進に向けた二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業（プロジェクト補助）

事業イメージ

①～③補助事業：民間事業者・団体等

①二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業（プロジェクト補助）

パリ協定の目標達成のためには、途上国を含む世界全体の大幅な排出削減が必

要。パリ協定６条に基づく市場メカニズムとしてのJCMにより、民間活力を活用

し、優れた脱炭素技術等を導入するプロジェクトに対し支援を行うことや地域的
な展開等も視野に官民連携をさらに強化・拡充することにより、途上国の脱炭素社会へ
の移行等を実現。

②コ・イノベーションによる脱炭素技術創出・普及事業

我が国の優れた脱炭素製品・サービスの相手国に適したリノベーションを実施。

エネルギーマネージメントシステムや遠隔操作などのデジタル化・IoT化を促進。

③脱炭素に向けた水素製造・利活用第三国連携事業

再エネが豊富な第三国と協力し、再エネ由来水素の製造、島嶼国等への輸送・

利活用等を促進することで途上国の脱炭素社会への移行等を実現。

① パリ協定、「脱炭素インフライニシアティブ」に基づき、優れた脱炭素技術等をパートナー国に導入することで、CO2排

出削減を実現するとともに、その削減分により我が国の2030年目標達成に貢献。また、優れた脱炭素技術等の途上国等

における水平展開を促進し、地球規模での排出削減に貢献するとともに、海外の脱炭素技術等の市場を拡大。

② 我が国の質の高い脱炭素技術・製品を、システム・複数技術パッケージ化して相手国向けにカスタマイズ。

③ 再エネが豊富な第三国と協力し、再エネ由来水素の製造、島嶼国等への輸送・利活用等を促進。

優れた脱炭素技術等の導入、技術のシステム化や複数技術のパッケージ化、再エネ水素利活用等の促進を支援するこ
とにより、途上国の脱炭素社会への移行に向けたJCMプロジェクト等を推進

【令和４年度要求額 13,387百万円（10,387百万円）】

①環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 市場メカニズム室 電話：03-5521-8246、③環境省 地球環境局 国際協力・環境インフラ戦略室 電話：03-5521-8248

②環境省 地球環境局 国際地球温暖化対策担当参事官室 電話：03-5520-8330、②環境再生・資源循環局総務課循環型社会推進室 電話： 03-5521-8336

■補助対象

国際コンソーシアム
（日本法人・外国法人で構成）

JCMプロジェクト
投資・事業化

非営利団体(執行団体)

GHG削減量の特定
クレジットの発行

MRV

①のスキーム及び脱炭素技術の設備・機器の導入例

高効率変圧器 高効率冷凍機 太陽光発電 廃棄物発電

50%を上限として初期コストの補助
（補助率低減等によりコスト低減及び自立的普及を促進）

②の例：離島での再エネと蓄電池を制御するEMS開発

従来はディーゼル発電機に依存し
ていたところ、再エネ電力の安定
供給を実証し、他国へ展開すると
ともに我が国へ還元。国際的な
CO2削減へ

マイクログリッド構築

太陽光発電

ディーゼル発電

水力発電
蓄電池

インバータ

EMS①間接補助事業（補助率： 1/2以内）、②間接補助事業（補助率：

2/3以内）、③間接補助事業（補助率：1/2以内）

①平成２5年度～令和12年度、②令和元年度～５年度

③令和３年度～５年度


